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越谷市行政手続における特定の個人を識別す
るための番号の利用等に関する法律に基づく
個人番号の利用に関する条例の一部を改正す
る条例制定について
問　現行の健康保険証を継続利用する方への
対応は。
答　マイナンバーカードと健康保険証をひも
付けしていない方は、健康保険の資格情報書
類等を添付していただくことで、これまでど
おり対応が可能である。一方、ひも付けして
いる方は、添付を省略できるようになるため、
手続きの利便性向上が図れるものと考える。
▶反対討論　マイナ保険証の登録者は全国で
７割程度であるが、実際に利用している国民
は５％未満に過ぎず、これは政府の対応への
不信、マイナンバーカードの利用を強制する
姿勢に対する反発にほかならない。本市にお
いても、市民感情に寄り添い、独自利用の拡
大は行うべきではないと考え、反対する。
越谷市職員定数条例の一部を改正する条例制
定について
問　救急隊を増隊することによる効果は。
答　早期に現場に到着し、救急救命処置を開
始することができるようになれば、救命率の
向上や後遺症の軽減等、救命効果の向上が期
待される。また、最近の救急出動件数の増加
により、救急車が全て出払ってしまう時間が
増えてきたが、この時間については、消防隊
員による予備の救急車の運用等の対応をとっ
てきた。このような時間の減少が見込まれる
ため、消防力の低下を防ぎ、災害への対応力
を確保することができると考えている。

問　市立病院や消防、給食センター等の経営
形態を変えるなど、抜本的な組織の在り方に
ついての検討は。また、行政需要のスクラッ
プアンドビルドを徹底したとのことだが、本
議案からこれが見えないことに対する見解
は。

答　各部局からの定数の要望に基づき、その
内容を十分に精査したうえで、今回定数の増
員を要望しているものであり、その中でしっ
かりと精査を行っている。また、具体的なス
クラップアンドビルドによって定数を減員で
きたということではないが、各部局において
既存事業の見直し等をしたうえで、要望され
たものである。今後、目に見える形でスクラッ
プアンドビルドを実施し、しっかりお示しで
きるように対応していきたい。
問　市立病院職員１１名の増員について、ど
のように経営改善を進めていくのか。また、
今後、具体的な数字を基に経営改善計画を開
示する考えは。
答　令和６年度は増員する人件費分以上の収
益の増加、また、令和８年度を目途に病院事
業会計の収支均衡を目指していく。さらに、
（仮称）経営企画課を立ち上げ、運営審議会
や越谷市医師会、市議会等に対してしっかり
としたスケジューリング等を適宜お示しす
る。
問　ふるさと納税に対する体制強化を具体的
にどのように実施していくつもりか。また、
増員による成果の検証等の考えは。
答　越谷商工会議所や越谷市観光協会等の経
済団体をはじめ、市内事業者と連携して商品
の発掘や新規開発に取り組むことが重要とな
る。そのために市内事業者への説明会や伴走
支援等の実施、ポータルサイト等の戦略的な
活用や広告宣伝に取り組むとともに、地域の
ファン作りを進めることも大切な要素であ
る。また、ふるさと納税については、３年な
どを目途に増員の成果を検証していきたい。
▶反対討論　本市は中核市類似団体と比較す
ると、人口１万人当たりの全体の職員数も多
く、必死に、そして全庁的に行政の効率化、
スリム化等の行政改革を行った事実が見受け
られない。また、市長が、人口減少は絶対に
起こると答弁の中で断言するほど、人口減少
自治体となっているにもかかわらず、逆行し
て職員定数を増やすことについて市民の理解
は到底得られないと考え、反対する。
▶賛成討論　業務増大に対するやむを得ない
最小限の増員が主である。ふるさと納税に関
しては、１１億円の流出に歯止めをかけるた
めの増員は必要であり、また、市立病院の増
員に関しても、過去最大級の経営難から一刻
も早く脱却するために経営強化のための増員
は必須であると考え、賛成する。
▷　長期化したコロナ禍は市の財政に大きな
影響を与え、燃料価格や物価高騰等も影響に
拍車をかけており、このような社会経済環境、
そして厳しい財政状況下においても着実にま
ちづくりを進め、歩みを止めることはできな
い。市民にとって真に必要な行政サービスを
安定的に提供するため、執行体制の整備を図
ることは重要であると考え、賛成する。
•越谷市議会議員の議員報酬及び費用弁償等
に関する条例の一部を改正する条例制定に
ついて

•市長及び副市長の給与等に関する条例の一
部を改正する条例制定について

•越谷市教育委員会教育長の給与等に関する
条例の一部を改正する条例制定について

•越谷市常勤監査委員の給与等に関する条例
の一部を改正する条例制定について

※４議案一括質疑
問　改正による年間支給額は。また、今回の
引き上げに伴う市民感情に対する考え方は。
答　市議会議員は６万９０００円増の年間３
１０万５０００円。市長は１２万６１２０円
増の５６７万５４００円。副市長は１０万５

８４０円増の４７６万２８００円。教育長は
９万３８４０円増の４２２万２８００円。常
勤監査委員は６万７２００円増の３０２万４
０００円となる。市民に対して丁寧に説明す
るとともに、職員一丸となって職務に精励す
ることで理解いただけるよう努めていく。
▶反対討論　人事院勧告と切り離すことがで
きる特別職の報酬を引き上げることは市民に
は到底理解されないと考え、本議案および第
９８号議案から第１００号議案も含め、反対
する。
▷　社会一般的に高額な給与が支給されてい
る特別職の期末手当を引き上げることは多く
の市民の納得が得られず、近隣でも引き上げ
を行わない自治体がある。特別職が一般職を
束ねる立場にあるなどの理由は、市民に理解
は得られないと考え、本議案および第９８号
議案から第１００号議案も含め、反対する。

越谷市国民健康保険税条例の一部を改正する
条例制定について
問　保険税額が最も高くなる世帯の構成およ
び金額の見込みは。また、人数の多い世帯に
対する負担増への考え方は。
答　４０歳代夫婦と子ども１人の３人世帯の
負担が最も大きく、年間５９００円増加する。
県の国保運営方針では、令和９年度に県内の
保険税水準統一を目標としており、本市も赤
字解消を目指している。また、低所得世帯は
均等割の軽減措置が、高所得世帯に課税限度
額の制度があるため、相対的に中間所得世帯
の負担が大きくなっているが、他団体より所
得割率が高い状況等を踏まえ、今回の改定案
とした。なお、人数の多い世帯には、低所得
世帯への均等割軽減だけではなく、未就学児
の均等割の軽減のほか、本市独自の取り組み
として第３子以降の均等割を減免している。
▶反対討論　県が令和９年度の保険税率統一
を掲げているため、国保税の値上げが続いて
いる。市民の暮らしの実態を無視しているよ
うにしか感じられない。国、県の方針で仕方
がないなどという言い訳では、市民の納得を
得られないと考えるため、反対する。

指定管理者の指定について（越谷総合公園）
問　越谷総合公園を指定管理とする理由は。
また、今後の公園内行為に係る使用料の取り
扱いは。
答　公園の特色を生かした自主事業を展開し
魅力を発信すること、また、常駐により苦情
や施設の損害等へ迅速に対応することが可能
となる。現在使用料を徴収する行為は行われ
ていないが、維持管理経費の収入源となるこ
となどから、他市の取り組み状況を参考にし、
使用料の取り扱いについて検討したい。

　１２月定例会に上程された議案のう
ち、市長提出議案２７件が部門別の常
任委員会に付託され審査を行いまし
た。
※質疑のあった議案について主な質疑
と答弁を掲載しています。ＱＲコード
を読み取ると、委員会の録画映像をご
覧いただけます。
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